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条約の採択、平成19年の署名を経て、わが国では、
その批准に向けてまず国内法を整備するという方
針が採用され、平成23年７月の障害者基本法の改
正（同年８月施行）は、障害者権利条約の趣旨に
沿った障害者施策の推進のために、目的規定を改
正し、「障害者の福祉の増進」といった文言を削除
し、等しく基本的人権を享有するかけがえのない
個人として尊重されることを明定し、また、合理
的配慮提供義務を明定した。これに沿った改正・
立法が、平成24年４月の障害者総合支援法（平成
25年４月施行）、平成25年６月の障害者差別解消
法（平成28年４月施行）等に結実する。特に雇用
関係は、障害者権利条約の批准に向けた国内法整
備において重視された事項であり、平成25年６月
の障害者雇用促進法の改正（同月施行）は、障害
者基本法の改正に合わせた定義や目的規定の改
正、差別禁止、合理的配慮提供義務等の規定を設
けた。この段階において、特に精神上の障害を理
由とする就労の制約は「差別的取扱い」であるこ
とが一般的に明らかになったといえる。こうして
平成25年にはその準備のための国内法の整備を了
したとして、平成26年１月に障害者権利条約が批
准される。
第２に、成年後見制度の側でも、平成22年の成
年後見制度研究会による報告書において、成年後
見制度の類型が、主として財産の処分等に必要な
判断能力に照らして決められていること、した
がって、成年後見等が開始してもその余の能力が
直ちに欠如しているとはいえないことが指摘さ
れ、そうして成年後見制度の利用促進のための運
用施策という観点からとはいえ、改めて、欠格条
項についての慎重な検討が説かれた。これは、視
点こそ成年後見制度の利用促進の観点からである
ものの、平成11年の整備法において明らかにされ
ていた、各種の法令中の欠格条項が欠格事由とし
て別の制度の判断を借用するものであること及び
その問題点を、家庭裁判所の判断の内容の側から
明らかにしたものである。同報告書は、関係官庁
及び裁判所の担当者の参加する準公的な研究会報
告書であり、国会に届きやすいものであって、平
成11年以来の、成年被後見人等に係る欠格条項の
問題点を国会に思い起こさせるに十分なもので
あったといえる。

第３に、平成22年の横浜宣言は、成年後見制度
の欠格事由と障害者の制度・施策とを接合させ、
また、人権の保護の観点、憲法上の基本的人権の
侵害という観点から欠格条項の問題を指摘し、そ
の全廃を説いた。すなわち、成年後見制度が、そ
の主たる対象とする高齢者だけではなく精神疾
患、学習障害・学習能力障害、後天的脳障害を有
する若年者にも関わること、成年後見制度が人権
に関わるものであり、人権の保護の観点からその
法制度整備が行われるべきことを打ち出し、障害
者権利条約の指導原理と内容への賛意を表明し、
日本の課題として、現行の成年後見制度の欠格事
由を撤廃すべきであり、特に、成年被後見人の選
挙権の剥奪に合理的根拠がなく、憲法上の基本的
人権を著しく損なうものであって廃止すべきであ
ると説いた。
そうして第４に、平成25年東京地裁判決（同年
３月）において成年被後見人が選挙権を有しない
旨を定めた公職選挙法の規定が違憲であるとさ
れ、その後間もなく、同年５月に当該規定が削除
された。これは、成年被後見人等に係る欠格条項
について、憲法違反という点から光を当て、かつ、
その対応として削除という立法措置を実現したも
のであって、国会において、成年被後見人等に係
る欠格条項の中には憲法違反のものが含まれるこ
とを認識するとともに、違憲である規定を削除す
ることにより是正を図ることを具現化するもので
あった。成年被後見人等に係る欠格条項に問題が
あることは、平成11年整備法の段階から国会自身
がその継続的見直しを要請してきたことであった
が、この公職選挙法の規定をめぐる動きを経て、
欠格条項の中には憲法違反のものがあることを国
会自身が認識し、是正したものである。
以上からすれば、障害者の制度についての人権
という視点への転換と定着、成年被後見人等に係
る欠格条項が別の制度の判断を借用するものであ
ること及びその問題点の（再）強調、成年後見制
度における人権の観点の強調、成年被後見人等に
係る欠格条項の違憲性の指摘といった事情によっ
て、国会が本件規定の違憲性を認識する障壁と
なっていた状況が取り払われ、遅くとも障害者差
別解消法の制定及び障害者雇用促進法の改正がさ
れた平成25年６月には、本件規定の違憲性は、国
会にとって明白になっていたと考えられる。

 仮に、本件規定の違憲性が国会にとって明
白となった時期を平成25年６月頃とするならば、
本件退職時点（平成29年３月）までは、４年弱と
いう期間となる。この期間をもって、「国会が正当
な理由なく長期にわたってその改廃等の立法措置
を怠った」と評価できるのかという点については、
確かに、絶対的な期間としては短期といわざるを
得ない。
しかし、その懈怠が「長期」にわたるかどうか
は、事柄の性質、経緯等に応じて決まるものであ
る。本件規定については、それが、狭義の職業選
択の自由及び平等という憲法上の権利を侵害する
ものであること、また、その是正措置は当該規定
の削除をもって行うことができるものであること
から、速やかな対応が要請され、またその実現も
容易であって、それが期待されるものである。し
かも、成年被後見人等に係る欠格条項全般に対す
る見直しは、ほかならぬ国会が平成11年から要請
していたのであり、そもそもその問題意識が素地
にあったこと、また、障害者権利条約の批准のた
めの国内法整備を平成25年末までに完成させ、平
成26年に同条約を批准するという政府及び国会の
タイムスケジュールからすれば、明白に違憲であ
る本件規定の削除は、それまでに完成させるべき
ものであり、加速的に対応が要請され、期待され
るものであったといえる。さらに、本件規定は平
成14年改正によって違憲となっていたこと、その
違憲性が、平成14年改正段階において見過ごされ
ていたという事情も考慮されよう。

 本件規定をめぐる状況の特徴は、本件規定
が多くの欠格条項の中に埋もれていて、様々な動
きの中で、本件規定を特定してその憲法上の問題
点を公に指摘するものが見当たらなかったという
点にあり、そのような状況にあって、違憲である
ことが国会にとって明白であったとか、是正の措
置をとり得たとか評価ができるのか、という疑問
を生じさせる点にあり、結局、この点は違憲であ
ることの明白性の判断に帰着するものと思われ
る。
違憲の明白性は、国会議員（あるいは総体とし
ての国会・立法府）の職務上の法的義務を立法府
の立法行為について具体化する要件を構成し、ま
た、それは立法府が対応する立法措置をとること
を要請される起点を形成するものであるから、違
憲の明白性とは、もとより規範的な判断を指すも
のであって、現実の認識を問題とするのではなく、
合理的に考えて、規定の内容、性質、その理解を
取り巻く客観的状況、経緯等から、立法府として
違憲であることを認識することを当然に期待でき
る状況であったこと、換言すれば、認識すべきで
あったといえる状況であって、また、立法措置を
とることが当然に期待される状況にあることを指
すものと解される。
この観点から見ると、本件規定は、精神上の障
害を有する被保佐人という少数者について、狭義
の職業選択の自由という生活及び自己実現に関わ
る憲法上の権利を制限するものである。障害者の
職業の問題が重要であり、障害者権利条約の批准
に向けた整備及び障害者施策において、特に考慮
を払うことが期待される事項・分野であること
は、障害者権利条約の批准に向けた国内法の準備
における状況から、立法府の認識・理解するとこ
ろであったといえる。本件規定の問題はまさにそ
の分野に関するものであり、国会が立法で禁止し
た「差別的取扱い」に該当するものであった。

多数意見は、本件規定の見直しには、成年被後
見人等に係る欠格条項を設けている各種の制度の
間の整合性に配慮する必要があることを指摘す
る。しかし、本件規定の違憲性は遅くとも平成25
年６月には国会にとって明白になっていたことは
前記のとおりであり、違憲であることが明白で
あり、単純に削除することによって対応すべき規
定について、他の多くの規定との調整を待つこと
は、必要性も相当性もない。現に、成年被後見人
が選挙権を有しない旨の公職選挙法の規定につい
ては、そのような他の多くの欠格条項の検討や対
応を待たずに、削除がされている。また、仮に、
問題となる規定を単純に削除するだけではなく他
の考慮を要するとしても、まず当該規定を削除し

た上で、より大きな観点から必要な検討をその後
行うことは可能であり（嫡出でない子の相続分に
ついての規定を速やかに削除した上で、相続法制
の見直しへと進んだといった例が存在する。）、更
なる検討や制度整備を要することは、速やかな削
除による違憲是正を妨げる、あるいはそれをしな
いことを正当化する理由とはならない。
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